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The Effects of Actors of National Innovation System and Global Value Chain for Roles of MNE 

Subsidiaries: The Cases of Japanese MNE Subsidiaries in Philippines 

 

井口 知栄(Chie Iguchi) 
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＜要　　約＞
　フィリピンのような発展途上国では，多くの現地サプライヤーは中小企業であることが多い。
彼らの技術革新能力の向上のためには技術習得が不可欠である。したがって，現地サプライヤー
の技術革新能力の向上を実現する上では，現地中小企業の技術習得メカニズムやプロセスを解明
することが中心的な論点となる。しかし，技術習得には一般的にコストや時間がかかり，また，
技術へのアクセスも容易ではない。発展途上国においては，必要な技術に関する情報や技術その
ものへのアクセスをするための道筋が必要となり，そうした情報やルート確保のためには企業の
組織的な努力が必要となってくる。一方で，企業以外の諸組織（フィリピンの場合では，多国籍
企業子会社，現地サプライヤー企業，大学などの研究機関など）がナショナル・イノベーショ
ン・システム（NIS）を構成することも，企業独自の努力とは別の次元で，技術習得において重
要な役割を担っている。本論文では，フィリピンの NISの構成要素の可能性を特定し，特にそ
の中でもホスト国に進出した多国籍企業子会社の果たす役割が大きいことを議論する。NISの企
業間連携と企業間リンケージが生み出すシステムに焦点を当て，企業間連携の効果をより明確に
提示し，多国籍企業子会社の役割を明らかにするために，グローバル・バリュー・チェーン
（GVC）の議論と NISの議論との連結を試みる。GVCの議論の中でもリード企業の役割に注目し，
ホスト国における多国籍企業子会社のリード企業としての企業間連携への役割について，NISと
GVCの観点から述べる。在フィリピン日系多国籍企業のヒアリング調査のデータを用いて，
フィリピンの NISの構成要素を明らかにし，どのような役割を日系多国籍企業がフィリピンの
NISや GVCに果たしているのか考察し，結論に至る。

＜キーワード＞
　多国籍企業，現地子会社，ナショナル・イノベーション・システム，グローバル・バリュー・
チェーン，企業間連携，フィリピン
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₁ ．はじめに

　フィリピン経済は，₁₉₈₀年代後半から海外直接投資（FDI）が急増し，その過程において外国
資本を積極的に活用した「工業化」が進められ，経済発展を遂げてきた。ところが，近年では，
工業化のスピードが鈍化し，₂₀₁₁︲₂₀₁₂年のフィリピンの経済成長率は第一次産業が₂.₈％，第二
次産業が₆.₈％（₂₀₁₀︲₂₀₁₁年は₁.₈％），第三次産業が₇.₆％（₂₀₁₀︲₂₀₁₁年は₄.₉％）であり，サービス
産業の成長が著しい（NSCB）。₂₀₁₁年には，第三次産業が GDPの₅₆.₅％を占めている（製造業は
₂₂.₄％）。
　日本からの対フィリピン直接投資の金額（認可ベース）によると日本は重要な投資国である

1）
が，

鉱山への投資などの大規模投資を除くと，近隣 ASEAN諸国より投資額が少ない（NSCB）。また，
多国籍企業にとってフィリピンは ASEAN諸国の ₁つの投資先として捉えられていることが多く，
日系だけでなく多くの多国籍企業がフィリピンから撤退し，より有利な条件の整う他の ASEAN

諸国
2）
や中国などに進出するケースも見られている。特に製造業にすでに直接投資をした多国籍企

業にこの傾向が見られる。そこで，現地サプライヤーの技術革新能力が向上するならば，多国籍
企業子会社がより有利な国へ移転することを避けられるだけでなく，フィリピン経済にとって有
利となりうる高付加価値製品の生産も可能になるのではないか，という観点から以下 ₂点が解明
すべき課題として浮上する。すなわち，現地サプライヤーの技術レベルの現状と発展段階を明ら
かにし，次に，発展への阻害要因や影響（内部と外部の影響）要因を解明していくことである。
　フィリピンのような発展途上国では，多くの現地サプライヤーは中小企業であることが多い。
彼らの技術革新能力の向上のためには技術習得が不可欠である。技術習得とは，現地サプライ
ヤーが現時点で持っている技術レベル以上の技術を習得し，企業内に蓄積することを指している。
したがって，現地サプライヤーの技術革新能力の向上を実現する上では，現地中小企業の技術習
得メカニズムやプロセスを解明することが中心的な論点となる。しかし，技術習得には一般的に
コストや時間がかかり，また，技術へのアクセスも容易ではない。発展途上国においては，必要
な技術に関する情報や技術そのものへのアクセスをするための道筋が必要となり，そうした情報
やルート確保のためには企業の組織的な努力が必要となってくる。一方で，企業以外の諸組織
（フィリピンの場合では，多国籍企業子会社，現地サプライヤー企業，大学などの研究機関など）がナ
ショナル・イノベーション・システム（NIS）を構成することも，企業独自の努力とは別の次元
で，技術習得において重要な役割を担っている。
　多国籍企業子会社の国際戦略の変化として，ホスト国での役割の変化が近年注目されている。
能力創造型子会社（Competence creating subsidiaries）の出現に関する研究に関連し，多国籍企業

 ₁）　₂₀₁₁年の日本の FDI認可額ベースの割合は₃₀.₂％である（NSCB）。
 ₂）　JETRO（₂₀₁₁）による一般工職に対する企業の年間実質負担額を比較すると，マニラ（₃,₈₉₇ドル），セブ
（₃,₀₇₁ドル）やバタム島（₃,₄₅₁ドル）はバンコク（₅,₁₂₅ドル）やクアラルンプール（₅,₆₁₅ドル）より低い
が，ジャカルタ（₃,₂₄₇ドル），ハノイ（₁,₇₃₃ドル），ヤンゴン（₆₂₉ドル），プノンペン（₁,₅₀₄ドル）等のよ
り低負担額の ASEAN諸国の存在により低賃金が有利となるホスト国ではないことは明らかである。
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子会社の R&Dに見られるような能力創造型子会社の持つ役割がホスト国の NISに貢献すると
いった研究が増えている（UNCTAD, ₂₀₀₅）。しかし，特にホスト国が発展途上国の場合には，多
国籍企業子会社がR&D設備を持っていたとしても「生産技術」に関する役割が中心なので，「製
品開発」や R&Dの〝R〟である「基礎研究」の役割を持つ子会社は稀である。そのため，ホス
ト国が発展途上国の場合の R&Dが担う本質的な役割についてはまだ研究段階である。企業間連
携に関しては，ホスト国における多国籍企業子会社と現地サプライヤー間のバックワードリン
ケージの重要性が注目され，特に東南アジア諸国におけるバックワードリンケージに関する先行
研究が増えている（UNCTAD, ₂₀₀₁; Narula and Dunning, ₂₀₁₀; Yang and Liao, ₂₀₀₉）。しかし，ここ数
年議論されているバックワードリンケージに関する研究の多くは，多国籍企業が与えるリンケー
ジに関する研究であり，対象国がフィリピンであることはほとんどない。本論文では，フィリピ
ンの NISの構成要素を検討するとともに，それぞれの構成要素の相互作用の関係を導き出すこ
とを目的としている。このため，サービス化が進みつつあるフィリピンに進出した多国籍企業子
会社がどのような企業間連携を生み出し，どのような影響をフィリピンの工業化に与えるのか，
その現状を明らかにする。在フィリピンの多国籍企業子会社への組織間リンケージへの意識調査
のヒアリング調査のデータを基に，実際に影響が強い企業間（または組織間）リンケージの種類
を考察する。
　本論文は，以下のように構成されている。理論的背景として，発展途上国における NISの構
成要素の可能性を特定し，特にその中でもホスト国に進出した多国籍企業子会社の果たす役割が
大きいことを議論する。NISの企業間連携と企業間リンケージが生み出すシステムに焦点を当て，
企業間連携の効果をより明確に提示し，多国籍企業子会社の役割を明らかにするために，グロー
バル・バリュー・チェーン（GVC）の議論と NISの議論との連結を試みる。GVCの議論の中で
もリード企業の役割に注目し，ホスト国における多国籍企業子会社のリード企業としての企業間
連携への役割について，NISと GVCの観点から述べる。在フィリピン日系多国籍企業のヒアリ
ング調査のデータを用いて，フィリピンの NISの構成要素を提示し，どのような役割を日系多
国籍企業がフィリピンの NISや GVCに果たしているのか考察し，結論に至る。

₂．発展途上国におけるナショナル・イノベーション・システム（NIS）の構成要素

　ナショナル・イノベーション・システム（NIS）とは，新しい技術を，公的または私的なセク
ターの活動やその相互関係により新たに普及させる組織間のネットワークまたはリンケージ
（Freeman, ₁₉₈₇），あるいは，イノベーションプロセスに影響を与えたり，プロセスを決定づける
要因（Lundvall, ₁₉₉₂; Nelson, ₁₉₉₃）と定義されている。NISにおけるイノベーション・システム
の範囲内で，個々の企業の技術習得や技術吸収が行われることによってそのシステムが構築され，
機能すれば，そのシステムは技術を生み出すシステム（Lundvalll, ₁₉₉₂; Edquist, ₁₉₉₇）やその国
（や地域）にとっての技術習得システム（Lall, ₁₉₉₂; Viotti, ₂₀₀₂）としてイノベーションが起こる可
能性に影響を与える要因となる。NISにおける構成要素は，組織（企業，大学，研究機関，政府サ
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ポート機関），制度（共通認識，習慣，規範，規則，法律等）であり，各組織が連携することにより
リンケージが形成され，そのリンケージを有効に活性化させる政府機関の役割にも注目されてい
る。本論文では，NISの構成要素としての「企業」を在フィリピンの多国籍企業子会社と，その
子会社と実際に相互作用を持つ現地サプライヤーと定め，多国籍企業子会社が現地サプライヤー
に与える影響，および，現地サプライヤーの技術習得の結果が NISに与える影響に注目する。
構成要素の中でも現地サプライヤーの技術レベルの技術習得に貢献しうる，多国籍企業子会社と
の企業間連携および企業間リンケージ（バックワードリンケージなど）の役割（Dwyer et al., ₁₉₈₇; 

Håkansson and Johanson, ₁₉₈₈; Jarillo, ₁₉₈₈; Johanson and Mattson, ₁₉₈₈; Contractor, ₁₉₉₀; Bartlett and 

Ghoshall, ₁₉₉₁; DʼCruz and Rugman, ₁₉₉₂; Anwuah, ₁₉₉₇; UNCTAD, ₂₀₀₁）は重要であると考えられ，
制度の中の環境要因として捉えることの妥当性についての考察および検証を行う。
　企業間連携とは，多国籍企業子会社がホスト国の現地サプライヤーから部品やパーツなどを調
達する際に作り出されるバックワードリンケージと，多国籍企業子会社がホスト国において生産
した製品を海外市場や海外拠点供給する際に見られるフォーワードリンケージの ₂つから形成さ
れる。多国籍企業子会社が与えるバックワードリンケージに焦点を当てた場合，種類，方法，期
間等が現地サプライヤーに与える影響が，サプライヤーの技術習得を中心として検証されている
（Iguchi, ₂₀₀₈）。ホスト国が発展途上国の場合の NISの現状，特に現地サプライヤーの技術レベル
の現状と発展段階，制度内の一フレームワーク（institutional framework）としてのバックワード
リンケージの NISの向上への影響は，いくつかの文献で明らかになっている（Narula and Dun-

ning, ₂₀₁₀; Iguchi ₂₀₁₃）。理論的考察面ではサプライヤー子会社発展（Supplier Typology）分析フ
レームワーク（Cantwell and Iguchi, ₂₀₀₅）の中でも，特に能力創造型子会社に注目し，R&Dのグ
ローバル化（ホスト国から見た場合は現地化）に関する理論の再検討とバックワードリンケージと
サプライヤーの技術向上との関連性についての再構築が行われている。
　NISとホスト国での企業間連携や企業間リンケージを多国籍企業グループ側，または多国籍企
業子会社側からの視点で見た場合，ホスト国における外部知識の活用の戦略的重要性が議論され
ており（Narula and Dunning, ₂₀₁₀），そこでは多国籍企業本社がいかに現地固有の知識（locally em-

bedded knowledge）獲得のネットワークを構築し，そして在外子会社でいかに外部知識を活用さ
れているのかが課題となっている。こうした論点については，多くの先行研究で組織間リンケー
ジ（協働プロジェクト等）の重要性の視点から考察されている。また，欧系企業をベースにした
多国籍企業グループの国際戦略の変化としては，ホスト国における在外子会社の役割の変化が近
年注目されている。最近では市場の自由化およびグローバル化の進展により，ホーム国の本社が
持つ経営資源のみが在外子会社を含む多国籍企業グループの競争優位の源泉ではなくなっている。
設立当初の多国籍企業グループのグローバル経営戦略に影響が出ると，在外子会社の持つケイパ
ビリティと技術レベルが変化する傾向があり，さらにはチャーター（権限）が強化する子会社も
確認されている（Birkinshaw and Hood,₁₉₉₈; Ambos, et al., ₂₀₁₀）。伝統的な在外子会社である能力
活用型子会社に代わって，多国籍企業グループ内のグローバルネットワークの一部として，戦略
的知識創造型の役割を持つ「能力創造型（competence creating）の海外子会社」 （Cantwell and Mud-
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ambi, ₂₀₀₅）や，ホスト国から技術や知識を吸収し，本国へ移転するようなケイパビリティを持
つ子会社が出現している。
　一方では，在外子会社の価値創造活動への多国籍企業本社の役割（Forsgren and Johanson, ₂₀₁₀）

を再検討すべきとの視点も出てきており，Johanson and Vahlne（₂₀₁₀）が指摘するように本社と
在外子会社間などのグループ内ネットワークや，ホスト国への進出後の産業クラスター内での企
業間連携の役割の再検討の必要性も問われている。
　多国籍企業の研究開発機能は企業活動の価値連鎖の最上流に位置する機能であり，多国籍企業
グループにおいてグローバル化のスピードがもっとも遅くなる機能領域であるとされている（Na-

rula and Dunning, ₂₀₁₀）。特に，多国籍企業の研究開発活動がグローバル化するなかで，ホスト国
の NISの構成要素の中でも重要視されている研究所や研究拠点の知識創造能力の活用はさらに
遅くなる。
　企業間連携の視点から在外子会社の研究開発の役割を捉えると，多国籍企業の強みはホスト国
に蓄積された知的資源を獲得し，グループ内ネットワークを用いて移転することにより価値創造
を行うことにある（Doz et. al., ₂₀₀₁; Frost, ₂₀₀₁）。また科学技術知識生産のグローバルな規模での
地理的分散化（Tidd et. al., ₁₉₉₇; Chiesa, ₂₀₀₁），研究開発活動のリスクの増大とグローバル市場へ
の対応の重要性，製品開発スピードの短縮化傾向，そしてオープン・イノベーション論の登場
（Badaracco,₁₉₉₁; Rosenbloom and Spencer, ₁₉₉₆; Roberts, ₂₀₀₁; Chesbrough, ₂₀₀₃, ₂₀₀₆）から，ホスト
国における外部知識の活用の戦略的重要性が議論されている。
　多国籍企業の戦略的課題は，いかにグローバルな規模での知識創造型のネットワークを構築し
て，在外子会社を梃に外部知識を活用しうるかという点になってきている（Narula and Dunning, 

₂₀₁₀）。

₃ ．グローバル・バリュー・チェーン（GVC, Global Value Chain）

　すでに検討したように，ホスト国における組織（企業，大学，研究機関，政府サポート機関）は，
NISの重要な構成要素として捉えることができる。Edquist（₂₀₀₄, ₁₉₀︲₁₉₁）によれば，NIS内の
重要な活動は，GVC内の多国籍企業子会社の役割を分析する活動である。この論文では NIS内
の構成要素の中でも，特に，多国籍企業子会社の役割を GVCの視点と統合することにより，ホ
スト国における企業間連携の可能性とその影響についての示唆が得られるのではないかと考えら
れている。
　GVCとは，製造業などにおいて生産工程が国内外に分散していく国際的な分業体制のことを
示している。従来の多国籍企業の海外進出に関する研究は，主として，進出したホスト国での現
地生産化に関する視点からなされてきた。工程間分業が海外に拡がり，原材料や部品，資本財な
どが各国間で取引されるという現象は，₁₉₉₀年代以降の東，東南アジアおよび東欧で生まれた新
しい動きである。国際市場への連結は，国際的品質基準，安全基準が要求されるために，より高
度な生産・マネジメント全体のシステムと組織能力の向上が求められる。したがって，国際的に
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バリュー・チェーンないしサプライ・チェーンを連結させている多国籍企業子会社や合弁会社と
企業間連携を保持している現地企業は，各種部品・構成品や原材料の供給，およびライセンシン
グ，などの形態を通じて，より高度な知識や技術を獲得し，生産・マネジメント技術の向上が可
能となり，グレードアップ軌道に乗ることができる（UNCTAD, ₂₀₁₃, ₁₆₆）

　GVCの先行研究では，途上国の産業，ローカル企業における技術力向上への示唆に関する研
究が多い（OECD, ₂₀₀₇; Sturgeon and Linden, ₂₀₁₁; William and Winkler, ₂₀₁₀）。先進国に関する GVC

の研究では，統計データを利用し，多国籍企業内部の工程分業や，生産ネットワークにおける分
業を考察対象としている（Christian and Gereffi, ₂₀₁₀, Gereffi et al., ₂₀₀₅）。その中でも，Gereffi et 

al. （₂₀₀₅）の研究は，GVCのガバナンス形態を分類し，その形成要因を説明しており，フィリピ
ンのような発展途上国を対象とした際の多国籍企業子会社と現地企業の企業間連携の本質や影響
を分析するための有効な論点を提供している。さらに，Strugeon and Linden （₂₀₁₁）は，現地サ
プライヤー企業の経営戦略が多国籍企業の GVC形成に果たす役割の重要性を指摘している。こ
の視点も重要ではあるが，フィリピンの事例の場合では，むしろ多国籍企業現地子会社がリード
企業として果たす役割の方がより強いと考えられる。

₄．ホスト国における多国籍企業子会社のリード企業としての NISと GVCへの役割

　先行研究における GVCの議論では，リード企業の役割が重要であることが述べられていた。
リード企業とサプライヤー企業が企業間連携を形成するときに，サプライヤー企業からではなく，
リード企業からのイニシアチブである点は，これまでの研究でも検証されている（Lall and Naru-

la, ₂₀₀₄; Narula and Dunning, ₂₀₁₀; Iguchi, ₂₀₁₃）。GVCを形成する際の ₃つの要因として，Gereffi 

et al.（₂₀₀₅）は Complexity（製品・製造プロセスの仕様の伝達に必要とされる情報の複雑性），Codi-

fied（Complexityの要素の情報，知識の記述性。取引ごとの特定性の程度），Capabilities（実際および

潜在的なサプライヤーの能力）を挙げている。また，多国籍企業子会社がホスト国で形成する
GVCにおけるガバナンス形態を，Markets，Modular Value Chain，Relational Value Chains，
Captive Value Chains，Hierarchy の ₅つに分類している。表 ₁は現地サプライヤー企業へのリー
ド企業の役割とその効果がリード企業のガバナンス形態の違いによって異なることを表している。
　現地サプライヤー企業へのリード企業の役割とその効果は，そのガバナンス形態により，構築
されるバリュー・チェーンが大きく異なる。つぎに企業間連携が期待される ₃つの形態に焦点を
当ててその条件，役割，効果を説明していく。
　リード企業の構築するバリュー・チェーンがモジュラー・バリュー・チェーンである条件は，
製造する製品

3）
が市場での取引で可能な製品よりも複雑となり，バリュー・チェーンにおいてモ

ジュラー方式を用いる規格化が必要な，汎用性の高い製品であり，そのため，技術規格における
特殊性が少なく，製品や製造プロセスにおける特殊性も少ない場合である。したがって，サプラ

 ₃）　この場合の製品とは，部品も含む。 　
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イヤー企業は，このような製品の製造を通じた企業間連携のために特別な製造装置に投資する必
要はない。リード企業が要求している規格化された製品をサプライヤー企業が製造することが可
能であるため，リード企業は企業間連携におけるフローの管理（モニタリング）をしないことが
多い。Market形態と異なり，価格だけが支配する古典的な市場ではないが，Market形態よりも
製造する製品が複雑となり，同時にスピード，柔軟性，低コストを特徴とするモジュラー・バ
リュー・チェーンが形成される。モジュラー方式に関する情報のフローは，リード企業からサプ
ライヤー企業へと移転されることが期待されるが，企業間において移転される技術や知識のレベ
ルはサプライヤー企業の技術レベルに大きく規定されてくると考えられる。続いて，リード企業
が，Relationalバリュー・チェーンを形成しうる条件は，製品仕様の記述がさらに難しく高度に
なってくるにもかかわらず，サプライヤーの能力がリード企業の期待に応えられるレベルを持ち
合わせている場合である。この場合，取引において，リード企業とサプライヤー企業間における
企業間の情報や技術移転の伝達が不可欠であり，相互に情報のフローが見られることが期待され

表 1　ホスト国における現地サプライヤー企業へのリード企業（多国籍企業子会社）の役割とその効果

ガバナンス
形態 現地のサプライヤー企業への主な示唆 ホスト国での GVC発展への主な示唆

Mark
注）
et

・ No formal cooperation between partners
・ Low switching costs for customers

・ Full exposure to market forces
・ Learning options limited to trade channels

Modular ・ Lower degree of dependence on lead-firms; 
suppliers tend to operate in more than one 
GVC

・ Limited transaction specific investments （e.g. 
generic machinery that can be used for more 
than one client）

・ Substantial scope for linkages
・ Relatively high volume of information flowing 

across firm linkages

Relational ・ Degree of mutual dependence between part-
ners

・ Frequent interactions and knowledge ex-
change between partners

・ Supplier more likely to produce differentiated 
products

・ Degree of knowledge transfer and learning 
relatively high
・ More stable demand due to higher switching 

costs for lead firms

Captive ・ Relatively small suppliers; high degree of pow-
er asymmetry

・ High degree of monitoring and control by lead 
firm
・ Knowledge sharing focuses on ef ficiency 

gains

・ Can generate relatively high degree of depen-
dency on few MNEs that may have low switch-
ing costs
・ Knowledge transfer takes place （due to mutu-

al benefits） but limited in scope

FDI（Hierar-
chy）

・ Supplier is fully vertically integrated and un-
der full managerial control

・ Fastest and often only approach to gaining 
ownership advantages required for GVC ac-
cess
・ Business linkages required to widen the scope 

of technology and knowledge transfer

注： Market形態─製品仕様が相対的に簡単で，容易に記述され，かつサプライヤーが顧客からの追加情報なし
で生産できる場合，市場による統治が予想され，購入者であるリード企業とサプライヤー企業の知識や技術
移転などの調整（coordination）は少ないことが予想される。

出典 : UNCTAD（₂₀₁₃, ₁₄₄）， Gereffi et al. （₂₀₀₅）.
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る。また，サプライヤー企業側の役割としては，差別化された製品を製造することが多く，リー
ド企業にとっては，スイッチングコストが高くなるため，長期的，安定的な企業間連携が期待さ
れる。そのため，この形態によるホスト国への効果は他の形態よりも大きいものと考えられる。
₄つ目の Captiveバリュー・チェーンが形成される際に留意すべき点として，現地側に要求され
る製品の仕様内容が複雑かつ高レベルであり，製造が困難であるにもかかわらず，現地サプライ
ヤー側の技術能力が低い場合が考えられる。リード企業による技術面の指導等の介入により，サ
プライヤー側はリード企業への依存を高めることとなり，技術移転や知識移転は行われるが，ご
く狭い工程に限られることになる。このように構築された GVCにより確認できうる企業間連携
は，ダイナミックに変化することが予想される。その要因として，多国籍企業子会社と現地サプ
ライー企業で取引される製品の特徴や情報の複雑性のレベルと現地サプライヤー企業側の需要へ
の対応力（現地サプライヤーの技術力とも関係している），取引される製品の特徴や情報の複雑性の
低下と仕様技術の簡素化，取引製品の仕様の記述の変化（向上もしくは困難化），サプライヤーの
能力の変化（向上または低下）が考えられる（UNCTAD, ₂₀₁₃; Gereffi et al., ₂₀₀₅）。
　グローバル・サプライ・チェーンは基本的には，部材や完成品の調達や配給を中心とした国際
的ロジスティックスの視点からの数量的概念であるのに対して，GVCは財やサービスの生産と
流通の国際的連鎖を価格や利益の視点から見た価値的概念であると言える。その意味では，多国
籍企業による国際的な生産と流通のネットワークのどこで付加価値が創出されているのかを分析
する場合には，GVCの視点が有効となる。
　GVCを構築している多くの多国籍企業は国際的に低生産コストの拠点で集中的に生産し，
ターゲットとする販売拠点に投入する傾向にある。こうした傾向は，多様な FTA（Free Trade 

Agreement）による関税率の低下，および各種の国際的標準化をはじめ資本移動を促進する国際
的インフラが構築されてくるにつれて一層顕著になってきている（例えば，日系企業でいえば，
フィリピン市場に投入されている日清食品，味の素，ユニ・チャーム，マンダム，YKK，等，の低価格

製品は主にインドネシア製および中国製である。また自動車，船舶も基本的には現地市場用製品の主要

部品はタイ，中国，日本から輸入され，現地では組立が中心である
4）
）。基本的にこうした傾向が一般

化した場合には，新興国の現地企業の多くは，ホスト国の資源（素材，構成部品，労働力，知識）
を活用しながらホスト国での付加価値を高めていくプロセス（Domestic Value Added Process）が
欠如しているために，多国籍企業が立地の優位性を見出す他のホスト国で生産した低価格製品に
現地市場を席巻されてしまい，その結果，海外で付加価値が付けられた（Foreign Value Added）

製品の単なる販売拠点と化してしまう危険性を有する。
　ただし，フィリピンのようなホスト国の拠点が単なる組立て拠点ではなく，構成部品やシステ
ムの一部として海外で付加価値の付けられた中間製品が輸入され，現地でさらなる Domestic 

Value Addedが付加され，海外市場に投入される場合には，現地機関，組織の能力向上に連動し
うることになる。日系企業の場合は，それらの中国，インドネシア，タイ等における拠点や，関

 ₄）　フィリピン（マニラ首都圏およびセブ島）におけるヒアリング調査と市場調査より。 　
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連組織や企業などの組織間連携による付加価値を生み出す行動がこれに該当する。

₅．在フィリピン日系多国籍企業の事例と考察

　フィリピンの NISの構成要素を明らかにし，どのような役割を日系多国籍企業がフィリピン
の NISや GVCに果たしているのか考察するために，マニラとセブで質問表を用いてヒアリング
調査を行った。本論文で用いるデータは₂₀₁₀年 ₃ 月から₂₀₁₃年 ₃ 月にかけて収集したものである。
日系多国籍企業の役割を考察するために，非日系企業（現地企業と日系ではない多国籍企業）の
データも用いている。対象企業は₄₁社（日系多国籍企業₁₇社，非日系多国籍企業 ₆社，フィリピン企
業₁₈社）であり，その中で日系多国籍企業₁₇社の現状に注目する。質問表には，工場の有無，研
究開発の有無，共同研究の有無，現地のローカル企業との取引関係の有無と種類，現地の大学や
研究所との協同プロジェクトの有無等が含まれている。ヒアリング調査の大まかな結果が表 ₂に
まとめられている。
　日系多国籍企業₁₇社中，製造業が₁₄社（₈₂.₃％）で，研究開発拠点を持つ子会社が ₄社あった。
₁₇社中，将来的な雇用獲得のために大学との交流（ゲストスピーカー提供や工場見学招待など）を
積極的に行っている企業が ₃社，また，技術や生産技術に関する知識に関するノウハウを日系多
国籍企業から現地の大学に提供している企業が ₂社あった。₁₇社の現地のサプライヤー企業との
企業間連携についての回答は， ₁）部品産業が発達しておらずフィリピン系の現地サプライヤー
を見つけるのはかなり難しい， ₂）技術を求めると現地サプライヤーが見つからない（結局タイ
や中国のサプライヤー企業から輸入する）， ₃）比較的技術力の問われない梱包材等の現地サプラ
イヤーを探しても輸入依存度が高く現地調達が不可能， ₄）フィリピン国内に取引のあるサプラ
イヤー企業を保有していても，多くが近隣諸国からの輸入業者としての役割を果たしている日系
資本の入った企業である，の ₄つの点に集約できる。
　日系多国籍企業は，₁₉₉₀年代のマレーシアやタイで現地サプライヤーの育成に積極的に注力し
ていた。フィリピンでも₁₉₉₀年代にサプライヤーの育成への取組みを試みた日系企業もあった。
しかし，そうした企業からの回答は， ₁）₁₉₉₀年代に現地のサプライヤーと契約をして技術供与
や技術に関する教育も行ったが成長しなかった

5）
， ₂）₁₉₉₀年代において部品産業のサプライヤー

が全く発達しなかった
6）
，という意見であった。また，ある日系企業は₁₉₉₀年代までは現地サプラ

イヤー企業の育成に力を入れていたそうであるが，₂₀₁₁年の時点では，他の ASEAN諸国にある
人材育成センターに派遣する程度にとどまっているとのことである。 ₁社のみであるが，積極的
にフィリピンでの製造のための研究開発拠点をフィリピンに作り，現地の大学に技術教育に出向
いている企業も存在している。
　NISの構成要因となりうる日系以外の多国籍企業の製造業 ₁社の場合（第一次産業が ₁社，第三

 ₅）　この企業の場合，日本で取引関係のあった企業にフィリピンに進出してもらい，サプライヤーとの契約
を解消し，日系企業との取引に変更した。

 ₆）　この企業の場合，近隣諸国からの輸入に頼る結果となった。
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次産業が ₄社），現地企業との連携は全くしていなかった。多国籍企業ではないが，フィリピンの
大手の製造業 ₄社（第一次産業が ₄社，第三次産業が₁₀社）の場合， ₄社とも研究開発機能を持ち，
フィリピンの大学や研究所と提携しているが，人材確保が目的であり，企業間連携や共同研究な
どは確認されていない。
　日系多国籍企業の製造業の事例を GVCの視点から考察すると，現地サプライヤーと日系多国
籍企業がフィリピンでリンケージを形成しようとしても，技術力の低いサプライヤー企業と連携
し，サプライヤーの技術力を上げて現地調達率を上げ，コスト削減を図ろうというインセンティ
ブが生まれにくい。日系多国籍企業が Captive Value Chainをフィリピンで形成する可能性はあ
るのだが，実際には ASEAN諸国内の自由貿易協定で関税がかからないのでフィリピンでは入手
不可能な資源や素材のみならず，付加価値のついた部品等までも近隣諸国から輸入していること
が明らかとなった。つまり，日系多国籍企業は GVCのガバナンス形態のMarketまたはModu-

lar形態で，ホスト国であるフィリピンのサプライヤー企業が相手ではなく，近隣諸国（タイ，イ
ンドネシア，中国などの名前が挙がっていた）のサプライヤー企業とのMarket上での輸入を通じ
た近隣諸国の地域内での GVCが形成されていることがうかがえる。さらに，日系多国籍企業は
リード企業として，製品仕様の記述が複雑になり，取引が複雑である製品をフィリピンで製造し

表 2　在フィリピン日系多国籍企業ヒアリング調査の結果

産業 フィリピン
進出年代 資本保有率

新製品開発の
ための研究開
発機能の有無

本社との協同
による新製品
開発を行う研
究開発機能の
有無

現地の大学や
研究所との協
同による新製
品開発を行う
研究開発機能
の有無

現地のローカ
ル企業との関
係の有無

J ₁ 製造業 ₁₉₄₀年代 ₁₀₀％ ○ 　 ○
J ₂ 製造業 ₁₉₅₀年代 ₁₀₀％ ○ 　 ○
J ₃ 製造業 ₁₉₆₀年代 JV ○ ○ ○
J ₄ 製造業 ₁₉₆₀年代 JV

J ₅ 製造業 ₁₉₇₀年代 JV

J ₆ 製造業 ₁₉₇₀年代 JV 　 　 ○ ○
J ₇ 製造業 ₁₉₇₀年代 ₁₀₀％ 　 　 　 ○
J ₈ 販売拠点 ₁₉₇₀年代 JV

J ₉ 製造業 ₁₉₈₀年代 ₁₀₀％
J₁₀ 製造業 ₁₉₉₀年代 ₁₀₀％ ○ 　 　 ○
J₁₁ 製造業 ₁₉₉₀年代 ₁₀₀％
J₁₂ 製造業 ₁₉₉₀年代 ₁₀₀％
J₁₃ 製造業 ₁₉₉₀年代 JV

J₁₄ 製造業 ₁₉₉₀年代 ₁₀₀％
J₁₅ 製造業 ₁₉₉₀年代 JV 　 　 　 ○
J₁₆ サービス産業 ₁₉₉₀年代 ₁₀₀％
J₁₇ 販売拠点 ₂₀₀₀年代 ₁₀₀％

注： JVは Joint Venture（合弁企業）。
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たいとしても，現地サプライヤー企業の技術レベルや能力がリード企業の期待に応えられるレベ
ルを持ち合わせていないため，フィリピンで Relationalバリュー・チェーンを形成するのが難し
いのではないかと察することができる。フィリピンのサプライヤー企業側はヒアリング調査より
部品産業が発達しておらず，サプライヤー企業の技術レベルも低いため，フィリピンに進出して
いる多国籍企業子会社と Captiveバリュー・チェーンを形成し，多国籍企業子会社と強い結びつ
きを持つことが理想である。すでに ₄節と ₅節でも述べているように，多国籍企業子会社側にコ
ストがかかるため，そのような企業間連携は作られず，タイ，インドネシアや中国からモジュ
ラー式の製品が輸入される

7）
結果になっている。

₆．結論

　本研究では発展途上国における NISの構成要素の可能性を特定し，フィリピンにおける多国
籍企業子会社のリード企業としての企業間連携への役割について，NISと GVCの観点からヒア
リング調査のデータを用いて考察した。フィリピンの現地サプライヤーの技術レベルの向上への
NISの Institutions（特にバックワードリンケージの役割）と Organizations（特に多国籍企業子会社の

現地サプライヤーへの役割）の特徴が把握でき，ヒアリング調査対象の企業の回答より，近隣諸国
の NISや企業間連携と異なる点が明らかとなった。日系多国籍企業の製造業は，非日系多国籍
企業や現地大手企業と比べても，フィリピンでの NISの構成要素になりうるが，東南アジアの
他のホスト国と比較すると，GVCの企業間連携が弱く，技術に関するリンケージが形成されて
いないことが明らかとなった。中長期的かつ安定的な企業間連携が見られないため，日系多国籍
企業の NISへの貢献やさらなる GVCへの発展が期待できないことが考えられる。Gereffi et al. 

（₂₀₀₅）によれば，リード企業側はより複雑な製造物を要求し，サプライヤー側には対応能力が
求められ，産業内において，部品等の取引の記述能力とイノベーションの絶えざる緊張関係が生
まれることになる。さらに，新技術が生まれれば，仕様記述は新たな様式となる。サプライヤー
企業の技術レベルとリード企業の求めるレベルの乖離が進むと，フィリピンに根付いていた多国
籍企業の撤退や輸入依存度の高く雇用創出の少ない形の製造業のみが根付くことも考えられる。
すなわち，海外直接投資を受け入れるホスト国が，バックワードリンケージの質と強度に対する
政策や，質と強度を向上させるプログラムを作ることにより，フィリピンにおいても NISの向
上が可能になることを意味している。また，多国籍企業だけでなく，フィリピンの大手製造企業
のようなある程度の技術力を持つ現地企業が存在する場合は，それらの企業と現地サプライヤー
との間のバックワードリンケージにも注目し，何らかのプログラムを提供することにより，外国
資本に頼らない NISの向上も可能になる国が出現する可能性もある。
　本研究は多国籍企業本社や子会社側からの一方的な視点だけでもなく，ホスト国からの視点だ
けでもなく，多国籍企業が海外進出することによるホスト国での国際戦略と企業間連携の関連性

 ₇）　タイ，インドネシア，中国などのサプライヤー企業はリード企業（多国籍企業）が求めている技術力が
あることも示唆している。
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をフィリピンでのヒアリング調査によるデータを用いて考察した点に独自性が見られる。またホ
スト国が発展途上国の場合のデータを用いて，NISにおける多国籍企業子会社の有効性とその汎
用性を問う文献もあるが，フィリピンはその方向性と全く異なる方向に産業発展が進んでいると
いう見解も既存研究の限界を指摘している。フィリピンでのヒアリング調査の回答の吟味がされ
ていないので，企業間連携の質を計測することで，マレーシアやタイがホスト国の場合には現地
サプライヤーの育成に積極的に注力していた日系多国籍企業が，フィリピンではそのような企業
間連携やバックワードリンケージを生み出せない要因は何か，今後の研究課題となりうる。
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